
介護老人保健施設 おうらの光    

       施設サービス 利用約款 〔令和8年8月 1日 現在〕 

 
 

介護老人保健施設おうらの光（以下「当施設」という。）と要介護状態と認定された利用者（以下「利用者」とい

う。）及び利用者の身元を引き受ける者（以下「身元引受人」という。）とは、次の条項により、利用約款を締結し

ます。 

 

 

（約款の目的） 

第１条 この約款は、介護保険法及び介護老人保健施設おうらの光運営規程の定めるところにより、当施設は、利

用者に対し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするとともに、利用者の居

宅における生活への復帰を目指した介護保健施設サービスを提供し、一方、利用者及び身元引受人、身元引

受人と連帯して一切の責任を負う者（以下「連帯保証人」という。）は、当施設に対し、そのサービスに対す

る料金を支払うことについて取り決めることを、本約款の目的とします。 

 

（適用期間） 

第２条 本約款は、利用者が入所利用同意書を当施設に提出したのち、効力を有します。但し、身元引受人又は連

帯保証人に変更があった場合は、新たに同意を得ることとします。 

  ２ 利用者は、前項に定める事項の他、本約款、別紙１、別紙２及び別紙３の改定が行われない限り、初回利

用時の同意書提出をもって、繰り返し当施設を利用することができるものとします。 

  ３ 利用者からの退所をもって本契約の適用期間を終了します。ただし、利用者が前回利用から 3 ヶ月（重篤

な病気が認められる場合には 1 ヶ月）を経過せずに再び入所利用をする際は、前回の契約が継続されます。 

 

（身元引受人） 

第３条 利用者は、次の各号の要件を満たす身元引受人を立てます。但し、利用者が身元引受人を立てることがで

きない相当の理由がある場合を除きます。 

  ① 行為能力者（民法第２０条第１項に定める行為能力者をいいます。以下同じ。）であること 

  ② 弁済をする資力を有すること 

２ 身元引受人は、利用者が本約款上当施設に対して負担する一切の債務を極度額 200万円の範囲内で、利用

者と連帯して支払う責任を負います。 

３ 身元引受人は、前項の責任のほか、次の各号の責任を負います。 

① 利用者が疾病等により医療機関に入院する場合、入院手続が円滑に進行するように協力すること。 

② 入所利用が解除若しくは終了した場合の残置物の引取り等の処置、又は利用者が死亡した場合の遺体の引

取をすること。但し、遺体の引取について、身元引受人と別に祭祀主宰者がいる場合、当施設は祭祀主宰者

に引き取っていただくことができます。 

４ 身元引受人が第１項各号の要件を満たさない場合、又は当施設、当施設の職員若しくは他の入所者等に対

して、窃盗、暴行、暴言、誹謗中傷その他の背信行為又は反社会的行為を行った場合、当施設は、利用者及

び身元引受人に対し、相当期間内にその身元引受人に代わる新たな身元引受人を立てることを求めることが

できます。但し、第１項但書の場合はこの限りではありません。 

  ５ 身元引受人の請求があったときは、当施設は身元引受人に対し、当施設に対する利用料金の未払い、これ

に対する利息及び賠償すべき損害の有無並びにこれらの残額及び支払期が到来しているものの額に関する

情報を提供します。 

 

（利用者からの解除） 

第４条 利用者及び身元引受人は、当施設に対し、退所の意思表明をすることにより、本約款に基づく入所利用を

解除・終了することができます。 

 

（当施設からの解除） 

第５条 当施設は、利用者及び身元引受人に対し、次に掲げる場合には、本約款に基づく入所利用を解除・終了す

ることができます。 

  

① 利用者が要介護認定において自立または要支援１・２と認定された場合もしくはその見込みがある場合 



② 当施設において定期的（約３ヶ月ごと）に実施されるサービス担当者会議において、退所して居宅で生活

できると判断された場合 

③ 利用者の病状、心身状態が著しく悪化し、当施設での適切な介護保健施設サービスの提供を超えると判断

された場合 

④ 利用者及び身元引受人が、本約款に定める利用料金を３か月分以上滞納し、その支払を督促したにもかか

わらず３０日間以内に支払われない場合 

⑤ 利用者が、当施設、当施設の職員又は他の利用者等に対して、利用継続が困難となる程度の背信行為又は

反社会的行為を行った場合 

⑥ 天災、災害、施設・設備の故障その他やむを得ない理由により、当施設を利用することができない場合 

 

（退所後の援助） 

第６条 当施設は、契約が終了し、利用者が退所する際には、利用者及び家族の希望、利用者が退所後に置かれる

こととなる環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な援助を行います。 

 

（施設サービス計画・リハビリテーション実施計画等の作成） 

第７条 当施設は、定期的に見直される施設サービス計画（以下、リハビリテーション実施計画・栄養ケア計画を

含む）の作成にあたっては、利用者の希望、解決すべき課題の把握（アセスメント）の結果、医師の治療方

針及び利用者及びその家族の希望に沿い、総合的に勘案して行います。 

  ２ 当施設は、解決すべき課題の把握（アセスメント）を行う際には、利用者及びその家族に十分主旨を説明

し、理解を得た上で面接等を行います。 

  ３ 当施設は、施設サービス計画作成後でも、定期的に利用者への面談をすることなどにより、施設サービス

計画の実施状況を把握し、必要に応じてその計画の変更を行います。 

 

（利用料） 

第８条 利用者及び身元引受人、連帯保証人は、当施設に対し、本約款に基づく介護保健施設サービスの対価とし

て、別紙２の利用単位ごとの料金をもとに計算された月ごとの合計額及び利用者が個別に利用したサービス

の提供に伴い必要となる額の合計額を連帯して支払う義務があります。但し、当施設は、利用者の経済状態

等に変動があった場合、上記利用料金を変更することがあります。 

２ 当施設は、利用者及び身元引受人が指定する者に対し、利用月料金を精算し、請求書及び明細書を、毎月

１５日（１５日が日曜日の場合は翌営業日）までに発行しますので、利用者及び身元引受人、連帯保証人は

連帯して当該合計額をその月の末日までに支払うものとします。 

３ 当施設は、利用者及び身元引受人、連帯保証人から、第１項に定める利用料金の支払を受けたときは、領

収書を発行します。 

 

（記録） 

第９条 当施設は、利用者の介護保健施設サービスの提供に関する記録を作成し、その記録を利用終了後５年間保

管します（診療録については５年間保管します）。 

  ２ 当施設は、利用者が前項の記録の閲覧、謄写を求めた場合には、原則として、これに応じます。但し、身

元引受人又は連帯保証人、その他の者に対しては、利用者の承諾その他必要と認められる場合に限り、これ

に応じます。 

 

（身体の拘束等） 

第10条 当施設は、原則として利用者に対し行動を制限する身体拘束を行いません。但し、自傷他害の恐れがある

等緊急やむを得ない場合は、施設長が判断し、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行うことがあ

ります。この場合には、当施設の医師がその様態及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得な

かった理由を診療録に記載することとします。尚、身体の拘束等を行わないことによる転倒等その他におけ

る事故に関しては、未然に防ぐことができるように常に努めていますが、発生する危険性もあることをご承

知おきいただくこととします。 

 

 

（虐待の防止に関する事項） 

 第11条 虐待防止の推進について、当施設は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、 

以下に掲げる事項を実施します。  

（１）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図る  



（２）虐待防止のための指針を整備する。  

（３）虐待を防止するための定期的な研修を実施する。  

（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置する。 

     ２ 当施設は、当該施設職員又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けた

と思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村等関係 機関に通報するものとします。 

 

 

（秘密の保持及び個人情報の保護） 

第12条 当施設とその職員は、当法人の個人情報保護方針に基づき、業務上知り得た利用者又は身元引受人若しく

はその家族等に関する個人情報の利用目的を別紙３のとおり定め、適切に取り扱います。また正当な理由

なく第三者に漏らしません。但し、例外として次の各号については、法令上、介護関係事業者が行うべき

義務として明記されていることから、情報提供を行うこととします。 

 

     ①サービス提供困難時の事業者間の連絡、紹介等 

     ②居宅介護支援事業所等との連携 

     ③利用者が偽りその他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知 

     ④利用者に病状の急変が生じた場合等の医療機関への連絡等 

     ⑤生命・身体の保護のため必要な場合（災害時において安否確認情報を行政に提供する場合等） 

   ２ 前項に掲げる事項は、利用終了後も同様の取扱いとします。 

 

（緊急時の対応） 

第13条 当施設は、利用者に対し、施設医師の医学的判断により対診が必要と認める場合、協力医療機関又は協力

歯科医療機関での診療を依頼することがあります。 

   ２ 当施設は、利用者に対し、当施設における介護保健施設サービスでの対応が困難な状態、又は、専門的

な医学的対応が必要と判断した場合、他の専門的機関を紹介します。 

   ３ 前２項のほか、入所利用中に利用者の心身の状態が急変した場合、当施設は、身元引受人又は連帯保証

人が指定する者に対し、緊急に連絡します。 

 

（事故発生時の対応） 

第14条 サービス提供等により事故が発生した場合、当施設は、利用者に対し必要な措置を講じます。 

   ２ 施設医師の医学的判断により、専門的な医学的対応が必要と判断した場合、協力医療機関、協力歯科医

療機関又は他の専門的機関での診療を依頼します。 

   ３ 前２項のほか、当施設は身元引受人又は連帯保証人が指定する者及び保険者の指定する行政機関に対し

て速やかに連絡します。 

 

（要望又は苦情等の申出） 

第15条 利用者及び身元引受人は、当施設の提供する介護保健施設サービスに対しての要望又は苦情等について、

口頭又は備え付けの用紙、管理者宛ての文書で所定の場所に設置する「ご意見箱」に投函する等の方法に

より申し出ることができます。 

 

（賠償責任） 

第16条 介護保健施設サービスの提供に伴って当施設の責に帰すべき事由によって、利用者が損害を被った場合、

当施設は、利用者に対して、損害を賠償するものとします。 

 

   ２ 利用者及び身元引受人、連帯保証人またはその家族等の責に帰すべき事由によって、当施設が損害を被

った場合、利用者及び身元引受人、連帯保証人は、連帯して、当施設に対して、その損害を賠償するもの

とします。 

 

（その他） 

第17条 当施設が提供するサービスについて、利用者の高齢であるが故、または事故等の理由における不測の事態

が生じうることもあり得ることを了解いただくとともに、その際の施設の対処に全面的に協力していただ

くこととします。 

 

（利用契約に定めのない事項） 

第18条 この約款に定められていない事項は、介護保険法令その他諸法令に定めるところにより、利用者又は身元



引受人と当施設が誠意をもって協議して定めることとします。 

 

（裁判管轄） 

第19条 この約款に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者及び当施設は、利用者の住所地を管轄する裁判所

を第一管轄裁判所とすることにあらかじめ同意します。 

 

 

  上記の契約を証するため、本書２部を作成し、利用者、当施設が署名押印の上、１部ずつ保有するものと

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙１）－１（重要事項説明書） 

 

介護老人保健施設おうらの光 ご案内 

 

１．施設の概要 

（１）事業者の概要 

  法人名   医療法人社団 三思医光会 

  所在地   群馬県みどり市笠懸町阿左美1155番地 

  代表者氏名  駒井 太一 

  電話番号   0277－76－6311 

 

（２）施設の名称等 

   施設名   介護老人保健施設 おうらの光 

  開設年月日  平成 9年 10月 1日 

  所在地   群馬県邑楽郡邑楽町篠塚3233-1 

  管理者名   関上 豪一 

  電話番号   0276－61－3550 

  介護保険指定番号  1050580057 

 

（３）介護老人保健施設の目的と運営方針 

  介護老人保健施設は、看護・医学的管理の下での介護や機能訓練、その他の必要な医療と日常生活上の施設サ

ービスによって、入所者の方々の能力に応じた日常生活を営み、一日でも早くご家庭の生活に戻れるような支援

提供を目的とした施設です。 

 更に家庭復帰の際は、ご家庭の療養環境の調整など退所時の支援も居宅ケアマネジャーと共に行っていますの

で、復帰時の不安も軽減されます。 

 この目的に沿って当施設では以下のような運営方針を定めていますので、ご理解いただいた上で施設をご利用

下さるようお願い致します。 

 

◆介護老人保健施設おうらの光の運営方針◆ 

『サービスの目的』 

 介護老人保健施設は長期滞在施設ではなく、家庭復帰を図り、在宅ケア支援を主眼とする施設です。

従ってここでのサービスはその実現に向けてのものであり、施設利用申し込み、利用検討の段階から在

宅支援の方向を見通した方針でサービスを展開します。 

『利用期間の見直し』 

 施設入所後、ほぼ３ヶ月ごとに医師、看護職員、介護職員、リハビリ職員、支援相談員、介護支援専

門員、管理栄養士による施設利用の要否検討会議を行います。この会議において入所継続が適当と判断

された場合は、施設サービス計画の評価と見直しを行い、家庭復帰へとつなげていきます。 

『退所に向けた環境整備』 

 退所はご本人・ご家族に不安を与える面がありますが、在宅福祉サービスや医療に関する地域の社会

資源の活用を念頭において、退所後のケア方針を居宅ケアマネジャーと協力して、退所後の環境整備の

調整を致します。 

『退所指導・退所後の支援』 

 退所に向けて、ご本人・ご家族への退所時指導を行います。またご自宅での療養生活が継続して行え

るよう、居宅ケアマネジャーと情報交換し、必要に応じて施設サービスの再利用などいつでもご本人・

ご家族のバックアップ体制が取れるように配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙１）－２（重要事項説明書） 

 

＜医療法人社団 三思医光会 理念＞ 

 やさしさに出会う施設を 

安らぎに出会う施設を 

そして生きがいに出会う施設を 

 

＜まなびの苑 基本方針＞ 

「利用者様の自立支援と介護サービスの質の向上のために全力を傾注すること」 

私達の仕事の第１は、信頼され、喜ばれ、利用者様の自立を支援するためになくてはならない存在にな

ることです。 

私達の仕事の第２は、利用者様に対する介護サービスの質の向上に努めることです。 

仕事の中心を「利用者様の日常生活に寄り添い、利用者様と家族のために少しでも幸福な時間を過ごせ

る環境を作ること」とします。 

従って、全ての判断基準を、利用者様の自立支援と介護サービスに置きます。なおかつ職員全員が楽し

く、明るく、元気良く、心地よく働く職場にすることを私たちの使命とします。 

 

（４）入所定員等 

・定員：50名（短期入所含む） 

・療養室16室 （個室 4室、 多床室（二人部屋） 1室、 多床室（四人部屋） 11室） 

 

（５）施設の職員体制 

  常勤 非常勤 夜間 業務内容 

医師 １名     
利用者の病状及び心身の状況に応じて日

常的な医学的対応を行う。 

看護職員 ４名 
１名 

（兼務１名） 

１名 

（又は０名） 

医師の指示に基づき、投薬、検温、血圧測

定等の業務及び施設サービス計画等に基

づく看護・介護を行う。 

薬剤師  １名   
医師の指示に基づき、調剤、薬剤管理及

び服薬指導等を行う。 

介護職員 １2.5名  １名 2名 
施設サービス計画等により、医学的管理に

基づく介護を行う。 

介護助手  1名  看護・介護職員の補助的業務を行う。 

支援相談員 1.5名    
利用者及び家族からの処置上の相談に適

切に応じるとともに、入退所事務等を行う。 

介護支援専門員 １名    
施設サービス計画等の原案を作成し、そ

の他ケアマネジメントを行う。 

理学療法士 
３名 

(兼務3名) 

２名 

（兼務1名） 
  

リハビリテーションプログラム等を作成し、

理学療法、その他必要なリハビリテーショ

ンを計画的に行う。 

作業療法士  
２名 

(兼務2名) 
 

言語聴覚士 
1名 

（兼務1名） 

１名 

（兼務1名） 
 

管理栄養士 １名    
栄養管理・栄養マネジメント等、栄養状態

の管理を行う。 

調理員 １名 ２名   調理(委託業者 パレット) 

事務職員 

（事務長含む） 
３名    

庶務、会計、介護報酬請求等の事務を行

う。 

 

 

 

 



（別紙１）－３（重要事項説明書） 

 

（６）サービス内容 

 ①施設サービス計画の作成（評価・更新含む） 

 ②リハビリテーション計画の作成（評価・更新含む ※リハビリ対象者のみ） 

 ③食事サービス 

※食事・ティータイム・おやつは原則として食堂でおとりいただきます。 

朝食 8:00 ～  8:45 ティータイム 10:00 ～ 10:30 

昼食  12:00 ～ 12:45 おやつ 15:00 ～ 15:30 

夕食  18:00 ～ 18:45   

 ④入浴サービス 

・一般浴槽の他、介助レベルに応じて家庭浴槽や特別浴槽にて対応します。 

・週に最低2回のご利用になります。入浴日当日の身体の状況に応じて全身清拭となる場合もあります。 

 ⑤医学的管理及び医師の指導のもとの看護 

 ⑥介護サービス 

 ⑦機能訓練サービス 

⑧相談援助サービス 

⑨理美容サービス 

月に一度理美容サービスをご利用になれます。希望される方は、事前に最寄のスタッフにご希望をお申し出下

さい。また事前に希望の有無をお聞きする場合もございます。 

 ⑩行政手続き代行 

 

２．協力医療機関 

当施設では下記の医療機関や歯科診療所の協力を頂き、利用者の状態が急変した場合は速やかに対応をお願い

するようにしています。 

・協力医療機関 

医療法人社団 三思医光会 おうら病院（邑楽郡邑楽町篠塚3233番地1 電話：0276-88-5678） 

医療法人社団 三思医光会 東邦病院（みどり市笠懸町阿左美1155番地 電話：0277-76-6311） 

医療法人財団 明理会 イムス太田中央総合病院 (太田市東今泉町875番地1 電話：0276-37-2378) 

・協力歯科診療所 

つむぎ歯科クリニックみどり（みどり市笠懸町鹿2976-5 電話：0277-46-8411） 

 

３．施設利用にあたっての留意事項 

  ・食事 

施設利用中の食事は、特段の事情がない限り、施設の提供する食事をお召し上がりいただきます。食費

は保険給付外の利用料と位置づけられていますが、同時に、施設は利用者の心身の状態に影響を与える栄

養状態の管理をサービス内容としているため、その実施には食事の管理が欠かせませんので、原則的には

食事の持ち込みはご遠慮いただきます。 

・面会 

   面会時間は、月～土曜日の午後2時00分から午後4時30分までとなります。 面会は事前予約制の大

人 2 名の 15 分間となります。面会の際には所定の場所にございます面会カードに必要事項を記入した上

で入館ください。場合によっては面会者の確認をさせていただくことがございますのでご了承ください。 

  また、感染症等の状況に応じて面会制限をさせて頂く場合がございます。 

・外出・外泊 

   外出や外泊は感染症予防のためご遠慮お願致します。ただし、退所と目的とした外出、外泊、特別な理

由により外出、外泊をされる場合には事前に職員へ申し出た上で所定の手続きをしてください。尚、外泊

については、日数に制限がありますので、具体的な日程等は事前に支援相談員等にご相談ください。 

  また、感染症等の状況に応じて外出・外泊を制限させて頂く場合がございます。 

 

・飲酒、喫煙 

   入所中の飲酒、喫煙につきましてはご遠慮願いします。 
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・火気の取扱い 

     入所中の火気の取扱いは禁止させていただきます。 

  ・設備・備品の利用 

     施設内の設備や備品は大切にご使用ください。万が一、設備・備品を破損した場合は弁償していただく

こともあります。 

  ・所持品・備品等の持ち込み 

     日常ご使用されている愛用品については、原則的にお持ち頂いても結構です。ただし、他の利用者等に

影響のないものに限ります。 

  ・金銭・貴重品の管理 

     金銭や貴重品、刃物等の危険物は原則的にお持ちにならないようお願いいたします。盗難・紛失につい

ては、当施設は責任を負いかねます。 

  ・受診、薬剤の処方 

     入所中の標準的な医療行為、薬剤の処方等は、当施設で行います。尚、当施設での薬剤の処方について

は、効果は同等であっても名称の異なる薬剤（ジェネリック医薬品）を原則的に使用しますので予めご了

承ください。外出や外泊中においても同様に、他の医療機関に受診したり、投薬を受けたりすることは原

則的にはできませんが、急変時等はこの限りではありません。やむを得ず他の医療機関等に受診したり、

投薬を受けたりした場合は、当施設に必ず連絡してください。 

・面会時のペットの持ち込み 

     面会にお越しいただく方のペットの持ち込みはご遠慮願います。 

・移室、移転 

   入所中、療養上の事由等によりベッド、部屋、フロアを異動していただく場合がありますので予めご了

承ください。 

 

４．非常災害対策 

・防火設備 火災報知器、スプリンクラー、消火器、消火栓 

・防火訓練 年2回 

 

５．禁止事項 

   当施設では、多くの方に安心して療養生活を送っていただくために、利用者の「営利行為、宗教の勧誘、特

定の政治活動」は禁止します。 

 

６．要望及び苦情等の相談 

   当施設には、支援相談の専門員として支援相談員ならびに介護支援専門員が勤務していますので、お気軽に

ご相談ください。また、当事業所以外に区市町村の窓口等に苦情を伝えることができます。 

 

当事業所相談窓口 

窓口担当者  支援相談員   須永 幸江 

       介護支援専門員 黒須 幹雄 

受付時間   平日9：00～17：00 

受付電話   0276-61-3550 

受付ＦＡＸ  0276-89-8021 

ご意見箱   エレベーター前に設置 

邑楽町役場 

福祉介護課 

電話番号   0276-47-5022 

対応時間   平日8：30～17：15 

ＦＡＸ    0276-88-3247 

 

 

電話番号 

対応時間 

ＦＡＸ 

群馬県国民健康保険団体連合会 

苦情処理相談窓口 

電話番号   027-290-1323 

対応時間   平日9：00～16：00 

ＦＡＸ    027-255-5077 

※上記以外の市町村については空欄記載先、または別紙ご案内をご参照ください。 

 



 

７．第三者評価 

  当施設では、行っておりません。 

 

８．その他 

   当施設についての詳細は、パンフレットを用意しておりますので、ご請求ください。 
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施設サービス利用料について(入所) 

＊介護保険給付による料金 

■施設利用料 

多床室利用 

【在宅強化型】 

要介護1 871単位/日 

個室利用 

【在宅強化型】 

要介護1 788単位/日 

要介護2 947単位/日 要介護2 863単位/日 

要介護3 1014単位/日 要介護3 928単位/日 

要介護4 1072単位/日 要介護4 985単位/日 

要介護5 1125単位/日 要介護5 1040単位/日 

 

■各種の随時加算 

初期加算（Ⅰ） 60/単位/日 
急性期医療を担う医療機関から一般病棟への入院後３０日以内に

入所し、尚、地域の医療へ空き情報を共有、複数の医療期間担当部

門への情報共有等を行なっている場合に（Ⅰ）を算定。 

（Ⅱ）については入所した日から起算して30日以内の期間 

ついて算定。 
初期加算（Ⅱ） 30単位/日 

外泊時費用 362単位/日 
入所者が外泊したときに、月6日を限度として計算。 

ただし、外泊期間の初日と最終日を除く。 

外泊時費用（在宅サービ

スを利用する場合） 
800単位/日 

入所者が居宅における外泊中に老健より提供される在宅サービス

を利用した場合。月6日を限度として計算。 

ただし、外泊期間の初日と最終日を除く。 

再入所時栄養連携加算 200単位/回 

入所者が医療機関に入院し、経管栄養又は嚥下調整食の新規導入

など、施設入所時とは大きく異なる栄養管理が必要となった場合

について、施設の管理栄養士が当該医療機関での栄養食事指導に

同席し、再入所後の栄養管理について当該医療機関の管理栄養士

と連携して利用ケア計画の原案を作成した際に、再入所時 1 回に

限り算定。 

入所前後訪問指導加算

(Ⅰ) 
450単位/回 

入所予定日前30日以内又は入所後7日以内に居宅を訪問し、施設

サービス計画の策定及び診療方針を決定した場合。（入所中１回を

限度）、次に掲げる区分に応じて算定。 

(Ⅰ)：退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の

決定を行った場合 

(Ⅱ)：退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の

決定にあたり、生活機能の具体的な改善目標を定めるとと

もに、退所後の生活に係る支援計画を策定した場合 

入所前後訪問指導加算

(Ⅱ) 
480単位/回 

試行的退所時指導加算 400単位/回 

退所が見込まれる入所期間が 1 月を超える入所者をその居宅にお

いて試行的に退所させる場合において、当該入所者の試行的な退

所時に、当該入所者及びその家族等に対して、退所後の療養上の指

導を行った場合に、入所中最初に試行的な退所を行なった月から3

月の間に限り、入所者1人につき、1月に1回を限度として所定単

位数を加算する。 

退所時情報提供加算

（Ⅰ） 
500単位/回 

入所がひと月を超えた者の退所後、主治医もしくは他の社会福祉

施設等の入所時に対し入所者の同意を得て心身状況、生活歴等の

情報を提供した上で紹介を行った場合に算定。（１回を限度） 

退所時情報提供加算

（Ⅱ） 
250単位/回 

入所がひと月を超えた者の退所後、医療機関に入院する場合にお

いて入所者同意を得て心身状況、生活歴等の情報を提供した上で

紹介を行った場合に算定。（１回を限度） 
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入退所前連携加算（Ⅰ） 600単位/回 （イ）入退所予定日前後30日以内に入所者が退所後に利用を希望

する居宅介護支援事業者と連携し、入所者の同意を得て、退所後

の居宅後の居宅サービス等の利用方針をした場合に算定。 

（ロ）入所がひと月を超えた者の退所に先立ち、退所後の利用を

希望する指定居宅介護支援事業者に対し、入所者の同意を得て、

診療状況を示す文書を添えて居宅サービス等に必要な情報提供

し、かつ連携して退所後の調整を行った場合に算定。（１人につき

１回を限度）（Ⅱはロの要件を満たすもの） 

入退所前連携加算（Ⅱ） 400単位/回 

栄養マネジメント強化

加算 
11単位/日 

常動の管理栄養士を１名以上配置し、低栄養状態のリスクが高い
入所者に対し、医師、管理栄養士、看護師等が共同して作成した栄
養ケア計画に従い、食事の観察を週３回以上、入所者ごとの栄養
状態、嗜好等を踏まえた調整等を実施。また、低栄養状態のリスク
の低い入所者にも、食事の際に変化を把握し、問題がある場合は、
早期に対応すること。入所者ごとの栄養状態等を厚生労働省に提
出し継続的な栄養管理の実施に当たって、栄養管理の適切かつ有
効な実施のために必要な情報を活用していること。 

所定疾患施設療養費
(Ⅰ) 

239単位/日 

肺炎、尿路感染症又は帯状疱疹、蜂窩織炎について、投薬、検
査、注射、処置等を行った場合、同一の利用者について１月に１
回を限度として算定。  
(Ⅰ)：診断、診断を行なった日、実施した投薬、検査、注射、処

置の内容等を診療録に記載(１回につき連続する７日間を
限度) 

(Ⅱ)：(Ⅰ)に加え、診断の根拠を記載し、感染症対策に関する研
修を終了している医師が配置されていること。(１回につ
き連続する10日間を限度) 

所定疾患施設療養費
(Ⅱ) 

480単位/日 

緊急時治療管理 518単位/日 
重篤となり、救命救急が必要で、投薬・検査・注射・処置等を行っ

た場合に算定。(1月に1回を限度。1回につき連続3日まで) 

サービス提供体制強化
加算(Ⅰ) 

22単位/日 
介護福祉士が 80％以上配置されており、勤続 10 年以上介護福祉

士35％以上配置。サービスの質に向上に資する取り組みを実施。 

サービス提供体制強化
加算(Ⅱ) 

18単位/日 介護福祉士が60％以上配置されていること。 

サービス提供体制強化
加算(Ⅲ) 

6単位/日 
介護福祉士が50％以上配置されており、常勤職員70%以上、勤続7

年以上30%以上配置されていること。 

在宅復帰・在宅療養支援
機能加算(Ⅰ) 

51単位/日 
在宅復帰・在宅療養支援等指標が４０以上の施設であり、退所時

指導等・リハビリテーションマネジメント・地域貢献活動の算定

要件を満たし基本型を算定している場合に算定。 

在宅復帰・在宅療養支援
機能加算(Ⅱ) 

51単位/日 
在宅復帰・在宅療養支援等指標が7０以上の施設であり、退所時指

導等・リハビリテーションマネジメント・地域貢献活動の算定要

件を満たし在宅強化型を算定している場合に算定。 

かかりつけ医連携薬剤
調整加算（Ⅰ） 

(ｲ)140単位/回 
(ﾛ)70単位/回 

医師、薬剤師が関連ガイドライン等を踏まえた高齢者の薬物療法

に関する研修を受けており、入所後１月以内に、かかりつけ医に

状況に応じ処方内容の変更する可能性があることに説明し合意を

えている事。入所中の服薬薬剤の評価を行い、退所１か月以内に

かかりつけ医に情報提供を行い、その内容を診療録に記載してい

る場合に算定。 

かかりつけ医連携薬剤
調整加算（Ⅱ） 

240単位/回 
（Ⅰ）を算定し、服薬情報等を厚生労働省に提供し、当該情報その

他薬物療法の適切かつ有効な実施のための必要な情報を活用して

いる事。 

かかりつけ医連携薬剤
調整加算（Ⅲ） 

100単位/回 

(Ⅰ)（Ⅱ）を算定し、６種類以上の内服処方がされており、入所中

に医師とかかりつけ医が共同して総合的に評価、調整し入所時に

処方されていた内服薬の種類を１種類以上減少し、退所時におい

て、処方されている内服薬の種類が入所時に比べ 1 種類以上減少

している事。 

退所時栄養情報連携加
算 

70単位/日 

厚生労働大臣が定める特別食を必要とする入所者または低栄養状

態にあると医師が判断した者に管理栄養士が、退所先の医療機関

に対し、栄養管理に関する情報提供した場合に１月につき１回を

限度に算定。 
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排せつ支援加算（Ⅰ） 10単位/月 

（イ）排泄に介護を要する利用者ごとに、要介護状態軽減の見込

みについて医師、医師と連携した看護師が入所時に評価し、６か

月に１回評価し、厚生労働省へ評価結果を提出し当該情報等を活

用している事。 

（ロ）イの評価の結果、適切な対応を行うことにより、要介護状

態の軽減が見込まれる者に、医師、看護師、介護支援専門員が共

同して排泄介護に要する原因分析をし、基づいた計画を作成、支

援を継続している事。 

（ハ）イの評価に基づき、３か月に１回、支援計画を見直している

事。 

排せつ支援加算（Ⅱ） 15単位/月 

排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たし、要介護状態の軽減が見

込まれる者について、施設入所時と比較し排尿、排便の状態のど

ちらか一方が改善、悪化がない場合や又、おむつ使用から使用な

しに改善している場合に算定。 

排せつ支援加算（Ⅲ） 20単位/月 

排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たし、要介護状態の軽減が見

込まれる者について、施設入所時と比較し排尿、排便の状態のど

ちらか一方が改善、悪化がない場合、かつおむつ使用から使用な

しに改善している場合に算定。 

褥瘡マネジメント加算
（Ⅰ） 

3単位/月 

入所者ごとの褥瘡の発生と関連のありリスクについて、施設入所

時に評価するとともに 3月に 1回評価を行い、その評価結果を厚

生労働省へ提出し、褥瘡管理の実施にあたって情報等を活用して

いる事。 

評価の結果、褥瘡リスクのある者へ医師、看護師、管理栄養士、

介護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同し褥瘡ケア計

画をしている事。 

褥瘡ケア計画に従い、褥瘡管理を実施するとともに、その内容や

状態について定期的に記録している事。 

評価に基づき、３か月に１回褥瘡ケア計画を見直している事。 

褥瘡マネジメント加算
（Ⅱ） 

13単位/月 
褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）の算定要件を満たしており、評価の結

果褥瘡の発生リスクがあるとされた者について褥瘡の発生がない

場合に算定。 

療養食加算 6単位/回 

医師の発行する食事せんに基づき、入所者の年齢、心身状況によ

って適切な内容の療養食を提供した場合。治療食（糖尿病食、肝臓

病食、胃潰瘍食（流動食は除く。）、貧血食、膵臓病食、脂質異常症

食、痛風食） 

※1日につき3回を限度として算定 

経口移行加算 28単位/日 

現に経管により食事を摂取している者であって、経口による食事

の摂取を進めるための栄養管理が必要であるとして、医師、歯科

医師、管理栄養士、看護職員、言語聴覚士、介護支援専門員その他

の者が共同して、経口による食事の摂取を進めるための栄養管理

の方法等を示した経口移行計画を作成した場合、経口移行計画に

従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理

及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行われた場合。 

経口維持加算(Ⅰ) 400位/月 

現に経口により食事を摂取する者であって、摂食機能障害や誤嚥

を有する入所者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づき、医

師、歯科医師、管理栄養士等が共同して、食事の観察及び会議等を

行い、入所者ごとに経口維持計画を作成している場合であって、

医師又は歯科医師の指示に基づき管理栄養士等が栄養管理を行っ

た場合。 

協力医療機関連携加算 
(Ⅰ)50単位/月 
(Ⅱ)5単位/月 

協力医療機関との間で、入所者の同意を得て、入所者の病歴等の

情報を共有する会議を定期的に開催している場合に所定単位数を

加算。施設及び設備並びに運営に関する基準３０条第１項第１号

から第3号までに規定する要件を満たしている場合（Ⅰ）。満たし

ていない場合（Ⅱ）を算定。 
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経口維持加算(Ⅱ) 100単位/月 

当該施設が協力歯科医療機関を定めている場合であり、経口維持

加算(Ⅰ)において行う食事の観察及び会議等に、医師、歯科医師、

歯科衛生士又は言語聴覚士が加わった場合、経口維持加算(Ⅰ)に

加えて算定。 

口腔衛生管理加算（Ⅰ） 
 
90単位/月 
 

歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し口腔ケアを

月 2 回以上行っており、介護職員への技術的助言や指導、相談に

対応している場合に算定。 

口腔衛生管理加算（Ⅱ） 110単位/月 
（Ⅰ）の要件の要件に加え口腔衛生等の管理に関わる計画の内容

等の情報を厚生労働省へ提出し、有効な実施の為に必要な情報を

活用している場合に算定。 

ターミナルケア加算 

72単位/日 
（死亡日以前31～

45日） 

医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した入所者

について、入所者又はその家族等の同意を得て、入所者のターミ

ナルケアに係る計画が作成され、医師、看護師、介護職員等が共同

して、入所者の状態又は家族の求め等に応じ、随時説明を行い、同

意を得てターミナルケアが行われた場合に算定。 

160単位/日 
(死亡日以前 4～30

日) 

910単位/日 
(死亡日前日及び

前々日) 

1900単位/日 
(死亡日) 

短期集中リハビリテー
ション実施加算（Ⅰ） 

258単位/日 

医師又は医師の指示を受けたリハビリテーション専門職員が、
その入所の日から３月以内の期間に集中的にリハビリテーシ
ョンを行った場合であって、かつ、原則として入所時及び１月
に１回以上ＡＤＬ等の評価を行うとともに、その評価結果等の
情報を厚生労働省に提出し、必要に応じてリハビリテーション
計画を見直している場合において算定。 

短期集中リハビリテー
ション実施加算（Ⅱ） 

200単位/日 
医師等が、その入所の日から起算して３月以内の期間に集中的
にリハビリテーションを行った場合は、短期集中リハビリテー
ション実施加算(Ⅱ) として算定。 

認知症短期集中リハビ
リテーション加算(Ⅰ) 

240単位/日 

適切に配置されたリハビリ専門職よりリハビリテーションを行
い、入所者が退所後の生活する居宅、及び社会福祉施設等を訪問
し、把握した生活環境を踏まえたリハビリテーション計画を作成
している事。 
また、医師が、認知症であり、かつリハビリテーションによって生
活機能の改善が見込まれると判断した入所者に対し、記憶の訓練、
日常生活活動の訓練等を組み合わせたプログラムを行った場合、
週3回を限度に算定。 

認知症短期集中リハビ
リテーション加算(Ⅱ) 

120単位/日 

医師が、認知症であり、かつリハビリテーションによって生活機
能の改善が見込まれると判断した入所者に対し、記憶の訓練、日
常生活活動の訓練等を組み合わせたプログラムを行った場合、週
3回を限度に算定。 

リハビリマネージメン
ト計画書情報加算(Ⅰ) 

53単位/月 

入所者ごとの計画書の内容等の情報を厚生労働省に提出し、必要
に応じて計画の内容を見直す等 
リハビリテーションの実施にあたり適切かつ有効な情報を活用し
ている事。また、口腔衛生管理加算（Ⅱ）及び栄養マネジメント強
化加算を算定している事。施設内多職種間で口腔、栄養状態に関
する情報を相互に共有している事。共有した情報を必要におうじ
て見直しをし、内容等に関係職種で共有している場合に算定。 

リハビリマネージメン
ト計画書情報加算(Ⅱ) 

33単位/月 

医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同しリハビリテ
ーション計画書を入所者、その家族等に説明し継続的にリハビリ
の質を管理している事。入所者ごとに実施計画の内容等の情報を
厚生労働省に提出し、リハビリの適切かつ有効な実施の為の必要
な情報を活用している場合に算定。 

新興感染症等施設療養
費 

240単位/月 

入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談
対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染
症に感染した入所者等に対し、適切な感染対策を行った上で、サ
ービス提供をした場合に、１月に１回、連続する５日を限度とし
算定。 
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認知症チームケア推進

加算（Ⅰ） 
150単位/日 

１.入所者の総数のうち、周囲の者による日常生活に対する注意を

必要とする認知症の者の占める割合が2分の１以上である事。 

2.認知症の行動・心理症状等の予防及び出現時に早期対応に資す

る認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者又は認

知症介護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の予防

等に資するケアプログラムを含んだ研修を修了している者を１名

以上配置し、かつ複数人の職員から成る認知症のケアチームを組

んでいる事 

3.対象者に対し、個別に認知症の行動、心理症状の評価を定期的

に行い、その評価に基づく値を測定し、認知症の予防等のチーム

ケアを実施している事 

4.認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症ケアについて、

カンファレンスの開催、計画の作成、認知症の行動、症状の有無及

び程度についての定期的な評価、ケアの振り返り、計画の見直し

等を行っている事 

1～4を実施している場合に算定。 

認知症チームケア推進

加算（Ⅱ） 
120単位/月 

1．3及び4の基準に適合している場合に算定。 

認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門

的な研修を修了している者を 1 名以上配置し、かつ複数人の介護

職員から成る認知症の行動、心理症状に対応するチームを組んで

いる事 

高齢者施設等感染対策

向上加算(Ⅰ) 
10単位/月 

感染症法６条大１７項に規定する第二種協定指定医療機関との間

で、新興感染症の発生等の対応を行う体制を確保し、協力医療関

係等との間で新興感染症以外の一般的な感染症の発生時等の対応

を取り決めるとともに、感染症の発生時等に協力病院等に連携し

適切に対応している事。更に、診療報酬における感染対策向上加

算又は、外来感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関又は

地域の医師会が定期的に行う院内感染対策に関する研修又は訓練

に１年に１回以上参加している要件に該当している場合に算定。 

高齢者施設等感染対策

向上加算(Ⅱ) 
5単位/月 

診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関

から、3 年に 1 回以上施設内での感染者が発生した場合の感染制

御等に係る実地指導を受けている場合に算定。 

生産性向上推進体制加

算（Ⅰ） 
100単位/月 

（Ⅱ）の要件を満たし、データにより業務改善の取り組みにより

成果が確認された事、見守り機器等のテクノロジーを複数導入し

ている事、職員間の適切な役割分担の取組等を行っている事。１

年以内ごとに１回、業務改善の取組により効果を示すデータの提

供を行う事 

生産性向上推進体制加

算（Ⅱ） 
10単位/月 

利用者の安全、介護サービスの質の確保、職員の負担軽減に資す

る方策を検討するための委員会の開催や必要に応じて暗線対策を

講じた上で、生産性向上ガイドラインに基づいた改善活動を継続

的に行っていく事、見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入

している事。１年以内ごとに１回、業務改善の取組により効果を

示すデータの提供を行う事 

認知症行動・心理症状緊

急対応加算 
200単位/日 

主治医が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生

活が困難であり、緊急に入所することが適当であると判断した者

に対し、介護保険施設サービスを行った場合、入所した日から起

算して7日を限度に算定。 
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若年性認知症入所者受

入加算 
120単位/日 

受け入れた若年性認知症利用者毎に個別の担当者を定め、その者

を中心に、当該利用者の特性やニーズ応じたサービス提供を行っ

た場合に算定。 

自立支援促進加算 300単位/月 

医師が自立支援のために必要な医学的評価を入所時に行い、少な
くとも６か月に１回、評価の見直しを行い、自立支援に係る支援
計画を策定等に参加している事。 
医学的評価の結果、特に自立支援のための対応が必要であるとさ
れた者に医師、看護師、介護職員、介護支援専門員、その他の職種
の者が、共同して自立支援に係る支援計画を策定し、支援計画に
従ったケアを実施している事。 
医学的評価に基づき、少なくとも３か月に１回は計画を見直して
いる事。 

評価、結果を厚生労働省へ提出し、情報その他の自立支援促進の

適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用している事。 

介護職員等処遇改善加算(Ⅰ

ロ) 

１ヵ月の所定単位

×9.7% 
所定単位数にサービス別加算率を乗じた単位を加算 

夜勤職員配置加算 24単位/日 
入所者の数が20又はその端数を増す毎に1以上の数の夜勤を行う

介護職員・看護職員2名を超えて配置している場合に算定。 

訪問看護指示加算 300単位/回 

退所時に入所者が選定する訪問看護ステーションに対し、医師が

訪問看護指示書を交付した場合、1 人につき 1 回を限度として算

定。 

 

認知症専門ケア加算

(Ⅰ) 

 

 

3単位/日 

 

施設における利用者総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある認知

症状がみられる利用者の割合が２分の１以上。認知症介護に係る専門的な

研修を修了している者を配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施

している場合。 

認知症専門ケア加算

(Ⅱ) 

 

4単位/日 

 

上記をすべて満たしており、認知症介護の指導に係る専門的な研修を修

了している者を１名以上配置している、介護職員・看護職員ごとの認知

症ケアに関する研修を実施している場合。 

安全管理体制加算 20単位/回 

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置

し、組織的に安全対策を実施する体制が整備されている場合に算定。 

＊入所時に１回 

科学的介護推進体制加

算（Ⅰ） 
40単位/月 

入所者ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況、心身の状況

等に係る基本的な情報（介護推進体制加算では（Ⅱ）では疾病の状況や

服薬情報等）を厚生労働省へ提出している事。 

必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービス提供に当たって、上

記の情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を

活用している場合に算定。 

科学的介護推進体制加

算（Ⅱ） 
60単位/月 

入所者ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況、心身の状況

等に係る基本的な情報（介護推進体制加算では（Ⅱ）では疾病の状況や

服薬情報等）を厚生労働省へ提出している事。 

必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービス提供に当たって、上

記の情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を

活用している場合に算定。 

※ 地域加算・・その他の地域 １単位…10円 
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＊介護保険給付以外による料金 

 (補足給付対象者

外) 
負担限度額(補足給付対象者) 

第4段階 第3段階 第2段階 第1段階 

居住費 

(滞在費) 

個室 1500円/日 
①1370円/日 

②1470円/日 
550円/日 550円/日 

多床室 

(2人) 
500円/日 430円/日 430円/日 0円/日 

多床室 

(4人) 
500円/日 430円/日 430円/日 0円/日 

特別な室料 
個室 ★1100円/日 ★1100円/日 ★1100円/日 ★1100円/日 

2人部屋 ★660円/日 ★660円/日 ★660円/日 ★660円/日 

日常生活費 140円/日 

食費 
2000円/日 

① 680円/日 

② 1420円/日 
390円/日 300円/日 

食費内訳： 朝：550円  昼：750円(おやつ含む)  夕：700円 

理美容代 カット：2000円  ベッドでカット：2500円  毎月第3月曜日 

電気代 ★55円/日 
テレビ(持ち込まれた場合)、電気毛布、携帯電話等の使用代

です。ご使用の際には、受付事務に御申し出ください。 

電池代 
単1電池 単2電池 単3電池 単4電池 

★200円/個 ★150円/個 ★100円/個 ★100円/個 

文書料 ★550円(証明書等)   ★5500円(死亡診断書) 

洗濯代・その他 ★1500円（洗濯物1袋につき） ★5500円（経帷子） 

★印については消費税込みの料金です。 

 

 

■居住費・食費の負担限度額について 

第1段階 市町村民税世帯非課税の老齢福祉年金受給者または生活保護者 

第2段階 市町村民税世帯非課税の合計所得金額及び課税年金収入額の合計が82.65万円以下の方 

第3段階 ① 市町村民税世帯非課税で課税年金収入が82.65万円～120万円未満の方 

② 市町村民税世帯非課税で課税年金収入が120万円超えの方 

 

■支払方法について 

毎月 15日（15日が日曜日の場合は翌営業日）までに前月分の請求書を発行しますので、その月の末日までにお支

払いください。尚、支払いの方法は口座引落または現金窓口支払いとなります。口座引落の場合は毎月 4日（4日

が休業日の場合は翌営業日）が引き落とし日となります。利用者様の都合により引落ができなかった場合は、当月

内に窓口にてお支払いいただきます。 

 

 

  



 (別紙3) 

個人情報の利用目的 
 

 

 介護老人保健施設おうらの光では、利用者の尊厳を守り安全に配慮する施設理念の下、お預かりしている利

用者と家族の個人情報について、以下のとおり定めます。 

 

【利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的】 

 〔介護老人保健施設内部での利用目的〕 

  ・当施設が利用者等に提供する介護サービス 

・介護保険事務 

・介護サービスの利用者に係る当施設の管理運営業務のうち 

 ―入退所等の管理 

 ―会計・経理 

 ―事故等の報告 

 ―当該利用者の介護・医療サービスの向上 

〔他の事業者等への情報提供を伴う利用目的〕 

 ・当施設が利用者等に提供する介護サービスのうち 

  ―利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事業所等との 

   連携（サービス担当者会議等）、照会への回答 

  ―利用者の診療等にあたり、外部の医師等の意見・助言を求める場合 

  ―協力医療機関等への病歴や生活歴等の情報共有及び入院時の医療機関との情報の連携 

  ―検体検査業務の委託その他の業務委託 

  ―家族等への心身の状況説明 

・介護保険事務のうち 

 ―保険事務の委託 

 ―審査支払機関へのレセプトの提出 

 ―審査支払機関又は保険者からの照会への回答 

・損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

 

【上記以外の利用目的】 

 〔当施設の内部での利用に係る利用目的〕 

  ・当施設の管理運営業務のうち 

   ―医療・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

   ―当施設において行われる学生の実習への協力 

   ―当施設において行われる事例研究等 

 〔他の事業者等への情報提供に係る利用目的〕 

  ・当施設の管理運営業務のうち 

   ―外部監査機関への情報提供 

 〔当施設の広報に係る利用目的〕 

  ・当施設の管理運営業務のうち 

   ―機関紙の発行に伴う利用者、家族、その他の写真画像等の掲載 

   ―ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ運営に伴う利用者、家族、その他の写真画像等の掲載 

 

上記の説明を受け理解しました。 

                 利用者氏名                        

 

                 家族氏名（続柄    ）                 

 

 
 



入所利用同意書 
 

 医療法人社団三思医光会 介護老人保健施設おうらの光を入所利用するにあたり、介護老人保健施設入所利用約

款及び別紙１、別紙２及び別紙３を受領し、これらの内容に関して、担当者による説明を受け交付された、これら

の内容を十分に理解した上で同意します。 

 

  令和   年   月   日 

 

＜事業者＞ 

事 

業 

者 

所在地 
〒370-0615 

群馬県邑楽郡邑楽町篠塚3233－1 

電話番号 0276－61－3550 ファックス番号 0276－89－8021 

事業者名  医療法人社団三思医光会  介護老人保健施設 おうらの光 

管理者名  施設長 関上 豪一              

 

＜利用者＞ 

利 

用 

者 

住 所 
〒   － 

氏 名                          ㊞ 

電話番号  

（※代筆した場合） 

代筆者氏名  続 柄  

代筆の理由  

（
主
に
同
居
家
族
） 

身
元
引
受
人 

住 所 
〒   － 

氏 名             ㊞ 続 柄  

電話番号  

勤務先 
名  称  

電話番号  

連
帯
保
証
人 

住 所 
〒   － 

氏 名             ㊞ 続 柄  

電話番号  

勤務先 
名  称  

電話番号  

 

＜請求書送付先＞ 

１．利用者に同じ ２．身元引受人に同じ ３．連帯保証人に同じ ４．その他（別紙記入） 

 

＜緊急連絡先＞ 

 １．身元引受人に同じ ２．連帯保証人に同じ ３．その他（別紙記入） 


